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１ 補正予算の要点

⑴　緊急に補正措置が必要な政策的経費

⑵　燃料価格の高騰に伴い補正措置が必要な経費

⑶　繰越明許の措置が必要な経費

を中心に計上しました。

２ 補正予算の規模

⑴　一般会計は ３億７５２万円の追加、補正後の予算規模は

１，１８２億９，４８２万円、前年同期比では ６．６％の減となりました。

⑵　全会計では ３億７５２万円の追加、補正後の予算規模は

１，９７１億１，１３５万円、前年同期比では ３．７％の減となりました。 

３ 会計別補正予算額

（単位：千円）
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４　一般会計補正予算額

　　ア　歳入⑴  歳    入

対 前 年 度

構成比 構成比 同期増減率

(%) (%) (%)

1 市 税 35,790,300 － 35,790,300 30.3 36,244,170 28.7 △ 1.3

2 地 方 譲 与 税 928,090 － 928,090 0.8 862,460 0.7 7.6

3 利 子 割 交 付 金 28,000 － 28,000 0.0 28,000 0.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 136,000 － 136,000 0.1 136,000 0.1 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 158,000 52,010 210,010 0.2 100,000 0.1 110.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 539,000 － 539,000 0.5 344,930 0.3 56.3

7 地 方 消 費 税 交 付 金 6,175,000 － 6,175,000 5.2 5,733,370 4.5 7.7

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 26,000 － 26,000 0.0 26,000 0.0 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 53,800 － 53,800 0.0 56,890 0.0 △ 5.4

10
国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金

34,060 － 34,060 0.0 35,080 0.0 △ 2.9

11 地 方 特 例 交 付 金 790,300 － 790,300 0.7 255,080 0.2 209.8

12 地 方 交 付 税 16,347,670 167,630 16,515,300 14.0 13,635,210 10.8 21.1

13 交通安全対策特別交付金 47,700 － 47,700 0.0 49,920 0.0 △ 4.4

14 分 担 金 及 び 負 担 金 532,980 － 532,980 0.5 501,050 0.4 6.4

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,445,620 － 1,445,620 1.2 1,476,970 1.2 △ 2.1

16 国 庫 支 出 金 23,119,670 80,030 23,199,700 19.6 40,632,120 32.1 △ 42.9

17 県 支 出 金 7,518,310 7,650 7,525,960 6.4 6,596,730 5.2 14.1

18 財 産 収 入 398,710 － 398,710 0.3 423,500 0.3 △ 5.9

19 寄 附 金 335,320 200 335,520 0.3 212,180 0.2 58.1

20 繰 入 金 2,406,830 － 2,406,830 2.0 2,924,110 2.3 △ 17.7

21 繰 越 金 2,481,270 － 2,481,270 2.1 1,775,910 1.4 39.7

22 諸 収 入 7,255,770 － 7,255,770 6.1 7,592,230 6.0 △ 4.4

23 市 債 11,438,900 － 11,438,900 9.7 6,947,000 5.5 64.7

合       計 117,987,300 307,520 118,294,820 100.0 126,588,910 100.0 △ 6.6

（単位:千円）

款

令 和 ３ 年 度 ３ 月 補 正 予 算
（３月２８日専決）

前 年 度 同 期

補正前の額 補 正 額 計 予 算 額
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⑵　歳　　出　

対 前 年度

構成比 構成比 同期増減率

(%) (%) (%)

1 議 会 費 445,460 1,680 447,140 0.4 449,300 0.4 △ 0.5

2 総 務 費 12,342,850 73,090 12,415,940 10.5 36,950,820 29.2 △ 66.4

3 民 生 費 42,319,500 27,930 42,347,430 35.8 35,967,720 28.4 17.7

4 衛 生 費 9,963,250 149,890 10,113,140 8.5 5,887,490 4.7 71.8

5 労 働 費 139,950 － 139,950 0.1 146,040 0.1 △ 4.2

6 農 林 水 産 業 費 3,339,540 1,960 3,341,500 2.8 2,703,130 2.1 23.6

7 商 工 費 8,687,670 7,220 8,694,890 7.4 10,831,720 8.6 △ 19.7

8 土 木 費 8,366,660 35,040 8,401,700 7.1 8,145,520 6.4 3.1

9 消 防 費 2,811,020 － 2,811,020 2.4 2,752,750 2.2 2.1

10 教 育 費 17,615,320 10,710 17,626,030 14.9 10,820,760 8.5 62.9

11 災 害 復 旧 費 384,780 － 384,780 0.3 9,164,970 7.2 △ 95.8

12 公 債 費 9,165,800 － 9,165,800 7.7 2,357,270 1.9 288.8

13 諸 支 出 金 2,200,960 － 2,200,960 1.9 150,000 0.1 1,367.3

14 予 備 費 204,540 － 204,540 0.2 261,420 0.2 -21.8

合       計 117,987,300 307,520 118,294,820 100.0 126,588,910 100.0 △ 6.6

（単位:千円)

款

令 和 ３ 年 度 ３ 月 補 正 予 算
（３月２８日専決）

前 年 度 同 期

補正前の額 補 正 額 計 予 算 額
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５　補正予算の主な内容

⑴  一般会計 （☉は新規）

ア　歳　　出

○ 人件費追加 2,043万円

・ 給料（一般職） 131万円

・ 時間外勤務手当（一般職） 1,912万円

実績により不足分を増額するもの

【議会費】 ( 4億4,546万円 → 4億4,714万円 ） 168万円

【総務費】 ( 123億4,285万円 → 124億1,594万円 ） 7,309万円

〇 庁舎管理費追加 261万円

・ ガス料

単価の上昇により予算不足が生じたもの

〇 返還金追加 6,904万円

事業実績に基づき、国庫補助金を精算するもの

・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 6,681万円

☉ 保育対策総合支援事業費国庫補助金 223万円

【民生費】 ( 423億1,950万円 → 423億4,743万円 ） 2,793万円

○ 福祉医療費給付事業費（こども福祉課）追加 1,512万円

・ 子育て支援医療扶助費

事業実績によるもの

○ 養育医療費給付事業費追加 180万円

・ 養育医療費給付事業扶助費

事業実績によるもの

○ 子育て世帯等臨時特別支援事業費追加 560万円

令和3年12月から実施している「子育て世帯等臨時特別支援事業」

について、国が支給対象者を拡大したことに伴うもの（国庫補助

：10/10）

・ 子育て世帯等臨時特別支援事業扶助費

［支給対象者］

　① 令和3年9月分の児童手当の受給者でなかったが、令和4年

　 　3月分の受給者になった方

　② 令和3年9月30日時点で高校生等を養育していなかったが、

　　 令和4年2月28日時点で養育している方

　③ その他これらに準ずる方

［対象児童数］56人（32世帯）

［支給額］対象児童一人につき10万円
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○ 保育所管理運営費追加 541万円

単価の上昇により予算不足が生じたもの

・ 燃料費 286万円

・ 電気料 255万円

【衛生費】 ( 99億6,325万円 → 101億1,314万円 ） 1億4,989万円

○ 保健センター管理費（西部福祉課）追加 131万円

・ 電気料

単価の上昇により予算不足が生じたもの

○ 新型コロナウイルスワクチン接種事業費追加 1,476万円

3回目の追加接種が、2回目接種から概ね6カ月間隔へと2カ月前倒

しとなったこと、及び小児（5歳～11歳）への接種が開始となった

ことに伴い、接種券の送付等に係る経費を追加するもの

・ 郵送料 809万円

・ 印刷・封入・封緘委託料 667万円

○ 感染症対策事業費追加 1億1,754万円

・ 手数料 1億1,316万円

まん延防止等重点措置の適用期間の延長及び感染力の強いオ

ミクロン株のまん延に伴う行政検査の増によるもの

［財源］国庫負担金（補助率1/2）

・ 検査委託料 438万円

感染力の強いオミクロン株のまん延に伴う医療機関等での検

査（みなし行政検査）の増によるもの

［財源］国庫負担金（補助率1/2）

【農林水産業費】 ( 33億3,954万円 → 33億4,150万円 ） 196万円

【商工費】 ( 86億8,767万円 → 86億9,489万円 ） 722万円

○ 中小企業金融対策事業費追加

・中小企業金融対策資金信用保証料補助金

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による利用の増加によ

り予算額に不足が生じたもの

【土木費】 ( 83億6,666万円 → 84億  170万円 ） 3,504万円

○ 単独道路橋りょう維持補修事業費追加

・ 除雪委託料

実績により不足分を増額するもの
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【教育費】 ( 176億1,532万円 → 176億2,603万円 ） 1,071万円

○ 公民館管理運営費追加 656万円

単価の上昇により予算不足が生じたもの

・ 燃料費 100万円

・ 電気料 556万円

イ　歳　　入

【株式等譲渡所得割交付金】

( 1億5,800万円 → 2億1,001万円 ) 5,201万円

〇 株式等譲渡所得割交付金追加

【地方交付税】 ( 163億4,767万円 → 165億1,530万円 ) 1億6,763万円

〇 特別交付税追加

【国庫支出金】 ( 231億1,967万円 → 231億9,970万円 ) 8,003万円

○ 養育医療費負担金追加 90万円

○ 感染症予防事業費等負担金追加 5,877万円

○ 子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金追加 560万円

○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金追加 1,476万円

【県支出金】 ( 75億1,831万円 → 75億2,596万円 ) 765万円

○ 養育医療費負担金追加 45万円

○ 子育て支援医療費補助金追加 720万円

【寄附金】 ( 3億3,532万円 → 3億3,552万円 ) 20万円
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ウ　繰越明許費

(ｱ)　追加

左　の　財　源　内　訳

国 県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

支所出張所管理運営費
（車両購入費）

21,520 2,270 2,270 有

新型コロナウイルス
感染症拡大の影響に
より部品供給に遅れ
が生じ、年度内の備
品納入が困難なため

R4.4

子育て世帯等臨時特別
支援事業

3,493,360 5,600 5,600 無

国が支給の対象範囲
を拡大し、申請期間
を延長したことに伴
い、年度内の事業完
了が困難なため

R4.5

農業者育成事業
（経営継承・発展等支
援事業補助金）

141,200 4,000 2,000 2,000 有

新型コロナウイルス
感染症拡大等の影響
により部品供給に遅
れが生じ、年度内の
事業完了が困難なた
め

R4.12

そ菜花き振興費
（産地生産基盤パワー
アップ事業補助金）

571,830 566,190 549,500 16,690 有

新型コロナウイルス
感染症拡大等の影響
により部品供給に遅
れが生じ、年度内の
事業完了が困難なた
め

R4.7

4件 578,060 557,100 20,960

(ｲ)　変更

左　の　財　源　内　訳

国 県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

(355,220) (156,420) (62,560) (83,200) (10,660)
355,220 197,440 71,400 112,100 13,940

(81,830) (31,500) (17,290) (6,600) (7,610)
81,830 34,500 18,970 6,600 8,930

2件 231,940 90,370 118,700 22,870

※上段（　）書きは、変更前の額

(単位：千円)

計

用地交渉に不測の時
間を要し、年度内の
事業完了が困難と
なったため（市道
2181号線）

R4.9

駅前広場管理費

道路改良事業（防災安
全）

有

完了予定
年 月

建築工事の入札不調
に伴い、当該年度の
出来高に変更が生じ
たため、繰越額を変
更するもの

R5.3

有

事 業 名 総事業費
翌 年 度
繰 越 額

契
約
の
有
無

繰 越 事 由

計

(単位：千円)

事 業 名 総事業費
翌 年 度
繰 越 額

契
約
の
有
無

繰 越 事 由
完了予定
年 月
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